
高度経済成長期以降の日本の所得分布
2017SS094　山本大
指導教員：小藤俊幸

1 はじめに
1950年代から 1970年代にかけて，日本経済は飛躍的
に発展し，経済大国としての礎を築いた．そして 1968年
には国民総生産（GNP）が，当時の西ドイツを抜き第 2

位となり，日本経済は「高度経済成長期」と呼ばれるほ
どの成長を遂げた．では，日本経済が発展していくこと
によって，日本人の所得はどのような変化が起きている
のだろうか．実際に，国税庁統計年報の申請所得金額の
データを用いて，高度経済成長期以降から現在までの日
本の世帯の所得を分析する．国税庁統計年報とは，国税
に関する基礎統計として，国税の申告，賦課，徴収及び
これらに関連する計数を提供し，併せて租税収入の見積
り，税制改正及び税務行政の運営等の基礎資料とするこ
とを目的としている．この年報は，「第 1回大蔵卿年報書」
が明治 9年に刊行されて以来「主税局統計年報書」，「国
税庁統計年報書」とその名称を変えて現在に至っている
[1]．

2 平均と分散とジニ係数での比較
初めに，昭和 36 年から令和元年までの申告所得金の
データを用いて，各年代の平均と分散とジニ係数の値を
だし，考察していく．
表 1　昭和 36年から令和元年まで平均と分散とジニ係

数のデータ

昭和 36年から令和元年まで約 5年ごとの，平均と分散
とジニ係数の値は，表 1のようになった．平均の値を見
ると，高度経済成長期以降，日本経済の成長とともに所
得金額も増えていっている．しかし，現在も成長が続い
ているわけではなく，平成 8年以降少しづつ減少していっ
ている．そして，平均の値が増えていけば，分散の値も
増えていき，平均の値が減っていけば，分散の値も減っ
ている．そして，不平等度を表すジニ係数の値もだんだ
んと増えていっている．このことから，昔は低所得者と
高所得者の間にそこまで大きな差はなく，だんだん現在
に近づくにつれて，低所得者と高所得者の所得の差が大
きくなっているため，分散とジニ係数の値が大きくなっ

たのではないかと考える．

3 日本経済の主な出来事と所得の関係性
　東京オリンピックの開催，バブル崩壊，リーマンショッ
クなど様々な出来事が起こり，それにより日本経済にも
影響が出る．その結果，所得の分布にはどのような影響
があるのかを考察していく．まず，昭和 39年に東京オリ
ンピックが開催される．1964年 10月に東京オリンピッ
クと翌月の 11月にパラリンピックが初開催されることに
伴って交通網の整備や競技施設が必要となり，東海道新幹
線や首都高速道路などのインフラや国立競技場，日本武
道館などの競技施設が整備され建設需要が高まった．ま
たオリンピックとパラリンピックを見るためにテレビを
買ったり，実際にオリンピックとパラリンピック会場へ
見に行く移動なども影響し好景気となった．実際に，図 1

の昭和 36年と昭和 40年を比べると，前年度比約 263％
とかなり増加している．好景気になれば，所得金額の平
均も高くなっていく．その後，1986年（昭和 61年）から
1991年（平成 3年）の間でバブル景気が訪れる．その間
も所得金額の平均はますます増加していく．そして，平
成 3年 3月にバブルが崩壊し，1993年（平成 5年）10月
までの景気後退期を迎える．しかし，日本経済の景気が
悪化していっても所得金額の平均は増加する一方であっ
た．平成 8年ごろに所得金額平均のピークを迎えその後
は，少しづつ減少していく．このことから，好景気の時
は，すぐに所得金額が増えていき，不景気の時は，所得
金額に影響が出るのに時間がかかるのではないかと考え
る [2]．

4 所得は対数正規分布に従うか
年収分布のように分布が片側に寄っている分布は，対数

（Log）化することで正規分布に従うと言われている [3]．
そこで，所得金額の分布が本当に対数正規分布に従ってい
るのかを対数正規 Q-Q プロットを用いて判定していく．
4.1 対数正規分布とは
正の値をとる確率変数 X が対数正規分布に従うとは，

Y = logX が正規分布に従うことをいう．X の分布関数
を F (x)とすると，

F (x) = P (X ≤ x) = P (logX ≤ log x)

=
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∫ log x

−∞
e−

(y−µ)2

2σ2 dy (1)

となることから，密度関数 f(x) は

f(x) = F ′(x)
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で与えられる．
また，標準正規分布の分布関数

Φ(u) =
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2π

∫ u
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2 dy (3)

を用いると，対数正規分布の分布関数は

F (x) = Φ

(
log x− µ

σ

)
(4)

と表される．あるデータの累積度数 gi (gi は xi 以下の
データの度数）が

gi = Φ

(
log xi − µ

σ

)
(5)

で与えられるとすると，両辺を Φ−1 で変換することに
より，

log xi = σΦ−1(gi) + µ (6)

が得られる．したがって，あるデータが対数正規分布に
従うならば，横軸を累積度数，縦軸を log (階級値の右端)

にとってデータを表示すると，直線となるはずである．こ
こでは，この表示を対数正規 Q-Q プロットと呼び，デー
タが対数正規分布に従うかどうかの判定に用いることに
する [4]．
4.2 対数正規 Q-Q プロットを用いた判定
以下では，所得金額の分布が本当に対数正規分布に従っ
ているのかを対数正規 Q-Q プロットを用いて判定して
いく．

図 1　令和元年　所得金額　 分布図

図 2　令和元年　所得金額　 Q-Q プロット
その結果，令和元年の所得金額の分布は図 1，Q-Qプ
ロットは図 2，昭和 36年の所得金額の分布は図 3，昭和
36年の所得金額の Q-Qプロットは図 4のようになった
ふたつのQ-Qプロットのデータを比べると，令和元年の
データは比較的直線になっている．

図 3　昭和 36年　所得金額　 分布図

図 4　昭和 36年　所得金額　 Q-Qプロット

5 考察
昭和 36年と令和元年の所得金額の分布図を比べてみる
と，昭和 36年のグラフのほうは，低所得者と高所得者の
数はともに少なく，中間層の数が多くなっている．一方，
令和元年のグラフは，低所得者の数がかなり多くなって
いる．アルバイトやパートとして働いている非正規労働
者が増えていて，その結果，正社員として働いている人
とそうでない人の間で所得に大きな差が生じているので
はないかと考える．ジニ係数の値が増加していることも
あり，日本は昭和期から現在に至るまでで，貧富の差が
拡大していると言える．

6 おわりに
所得金額の平均を年代別に分けてみたことで，高度経
済成長期以降の日本経済の急成長が確認できた．ジニ係
数での不平等度の測定と所得金額の分布のデータを確認
することで，日本は所得金額がかなり不平等な国である
ことが分かった．現在，世界中にコロナ不況がおこって
いるが，日本の所得にどの程度影響が出てくるだろうか．
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